
（平成２２年９月８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 5 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 4 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 9 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 6 件

年金記録確認岐阜地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



岐阜国民年金 事案 848 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 53年２月から 54年１月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53年２月から 54年１月まで 

    昭和 53 年２月に会社を退職して、すぐにＡ市役所で国民年金と国民健康

保険の加入手続をした。その際、現在所持している年金手帳に資格取得日（昭

和 53 年２月３日）を記載してもらった。保険料は、同年２月ごろにＡ市役

所で前納又は半年払いで納付したと思う。手元にある年金手帳の記録を信じ

ていたので、申立期間が未加入とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 53 年２月に会社を退職して、すぐにＡ市役所で国民年金と

国民健康保険の加入手続をしたと主張しているところ、申立人の所持する当時

の年金手帳には、同年同月３日に資格取得と記載されており、申立内容に不自

然さはうかがえない。 

また、昭和 54年 10月に転居したＢ町の被保険者名簿には、申立人の所持す

る年金手帳と同様に 53 年２月３日に任意加入と記載されている上、申立期間

も納付済みとなっており、申立人が主張するとおり、当該時期にＡ市で国民年

金の加入手続を行い、保険料を納付したと考えても不自然ではなく、記録管理

が適正に行われていなかった可能性も考えられる。 

さらに、申立期間は 12 か月と短期間であるとともに、申立人の国民年金加

入期間には未納が無い上、その大部分を前納していることから、納付意識の高

さがうかがえる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 

 



岐阜厚生年金 事案 920 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主は、申立人が昭和 24 年７月１日にＡ社で厚生年金保険被保険者の資

格を取得し、27 年４月１日に喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に

行ったことが認められることから、申立人の厚生年金保険被保険者資格の取得

日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、昭和 24年７月から 26年４月ま

では 2,500 円、同年５月から 27年３月までは 3,000円とすることが必要であ

る。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所  ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 23年４月７日から 27年４月１日まで 

    昭和 23 年４月から４年ほど、Ｂ市のＡ社に勤務し、タイヤ販売及びパン

ク修理をしていたので、その期間を厚生年金保険被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が名前を挙げた当時の従業員 15 人には、一人を除きＡ社での厚生年

金保険被保険者記録があり、当時の同社の事務次長も、「当時の従業員数は 15

人ほどであった。」と回答していることから、期間の特定はできないものの、

申立人が同社に勤務していたことが推認できる。 

また、申立期間のうち、昭和 24年７月１日から 27年４月１日までの期間に

ついては、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者臺帳索引票及び厚生年金保険被保

険者台帳（旧台帳）において、申立人と生年月日が９日相違する同姓同名の厚

生年金保険被保険者の 24年７月１日に資格取得し、27年４月１日に資格喪失

している未統合の記録が確認できる。 

これらを総合的に判断すると、当該被保険者記録は申立人のものであると認

められ、事業主は、申立人が昭和 24 年７月１日に厚生年金保険被保険者資格

を取得し、27 年４月１日に被保険者資格を喪失した旨の届出を社会保険事務

所に行っていたことが認められる。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、上記の被保険者台帳に記載され

ている申立人と認められる未統合の厚生年金保険被保険者記録により、昭和

24年７月から 26年４月までは 2,500 円、同年５月から 27年３月までは 3,000

円とすることが必要である。 



一方、申立期間のうち、昭和 23年４月７日から 24年７月１日までの期間に

ついては、当時の事務次長は、試用期間の有無についての記憶は無く、確認は

できないとしているが、申立人が同時期に入社したと記憶する３人の同僚は、

申立人と同様に、同年７月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得しているこ

とが確認できることを踏まえると、申立人は、当該期間について、厚生年金保

険には未加入であったと推認される。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



岐阜厚生年金 事案 921 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における標準報酬月額の記録は事後訂正の結果 38 万円と

記録されているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当す

ることから、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は訂正前の９万 8,000

円とされているが、申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額

に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の

納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準報酬月額に係る

記録を平成 16年１月は 34万円、同年２月は 38万円、同年３月は 36万円、同

年４月は 38 万円、同年５月は 34 万円、同年６月及び同年７月は 38 万円、同

年８月は 36 万円、同年９月から同年 12 月までは 38 万円、17 年１月は 34 万

円、同年２月は 38 万円、同年３月は 36 万円、同年４月は 38 万円、同年５月

は 30 万円、同年６月及び同年７月は 38 万円、同年８月は 36 万円、同年９月

から同年 11月までは 38万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準報酬月額（９万 8,000 円）に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住    所  ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年１月から 17年 11 月まで 

    ねんきん定期便に同封されていた標準報酬月額と厚生年金保険料の記録

を確認したところ、平成 16 年１月から 17 年 11 月までの間の金額が給与明

細書の厚生年金保険料額と違っているので、その期間の標準報酬月額を訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によれば、申立人の申立期間における標準報酬月額は、当初

９万 8,000円と記録されたが、当該期間に係る保険料の徴収権が時効により消

滅した後の平成 21年４月に９万 8,000円から 38万円に訂正されたところ、厚

生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額計算の基礎となる標準報酬月

額は、当該訂正後の標準報酬月額ではなく、当初記録されていた標準報酬月額

となっている。 

また、Ａ社が保管する賃金台帳から、申立人の申立期間における報酬月額及



び保険料控除額は、当該訂正前の標準報酬月額に基づく保険料を超える保険料

控除がされていることが確認できる。 

一方、申立期間の標準報酬月額については、厚生年金保険の保険給付及び保

険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、こ

れに基づき記録訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していた

と認められる保険料額及び申立人の報酬月額のいずれか低い方の額を決定す

ることになる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、Ａ社が保管する賃金台帳に

おいて確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う標準報酬月額から、平成

16年１月は 34万円、同年２月は 38万円、同年３月は 36万円、同年４月は 38

万円、同年５月は 34 万円、同年６月及び同年７月は 38 万円、同年８月は 36

万円、同年９月から同年 12月までは 38万円、17年１月は 34万円、同年２月

は 38万円、同年３月は 36万円、同年４月は 38万円、同年５月は 30万円、同

年６月及び同年７月は 38 万円、同年８月は 36 万円、同年９月から同年 11 月

までは 38万円とすることが必要である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者報酬月額変更届

及び同算定基礎届における標準報酬月額を誤って届け出たと認めていること

から、社会保険事務所（当時）は、申立人が主張する標準報酬月額に見合う厚

生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 



岐阜厚生年金 事案 922 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされ

ているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立

期間に係る標準賞与額については、申立期間①は 49 万 6,000 円、申立期間②

は 25万 8,000円、申立期間③は 25万 1,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 55年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18年 12月 31日 

             ② 平成 19年８月 10日 

             ③ 平成 19年 12月 31日     

平成 18 年 12 月 31 日、19 年８月 10 日、同年 12 月 31 日に勤務している

Ａ社から賞与の支払を受け、厚生年金保険料が引かれているにもかかわらず、

年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているので、申

立期間について、年金額の計算の基礎となる標準賞与額の記録として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社における申立期間の賞与支払明細書により、申立人は同社から賞与の支

払を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 

また、申立期間の標準賞与額については、申立人のＡ社における賞与支払明

細書の保険料控除額から、申立期間①は 49 万 6,000 円、申立期間②は 25 万

8,000円、申立期間③は 25 万 1,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が、申立人

の申立期間に係る賞与の届出を行っていることが確認でき、事業主は、保険料

を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所（当時）は、申

立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ



ておらず、事業主は申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 

 



岐阜厚生年金 事案 923 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ病院に係る被保険者記録は、資格取得日が昭和 63 年４月１日、

資格喪失日が平成 19年４月１日とされ、当該期間のうち、同年３月 31日から

同年４月１日までの期間は厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額

の計算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録されているが、申立人

は申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び

保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の同病院における資格喪

失日を同年４月１日とし、申立期間の標準報酬月額を 24 万円とすることが必

要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  平成 19年３月 31日から同年４月１日まで 

         Ａ病院の厚生年金保険の資格喪失日が、平成 19年４月１日のところ、誤っ

て同年３月 31 日とされていた。私が所持する給料明細書から同年３月の保

険料控除が確認できるので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＡ病院に係る被保険者記録は、資格取得日が昭和 63 年４月１日、

資格喪失日が平成 19 年４月１日とされ、当該期間のうち、同年３月 31 日か

ら同年４月１日までの期間は厚生年金保険法第 75条本文の規定により、年金

額の計算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録されている。 

しかしながら、申立人が所持する給与明細書及びＡ病院から提出された賃

金台帳並びに雇用保険の加入記録から、申立人が、平成 19 年３月 31 日まで

同病院に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、記録の訂正及び保険給付が行われ

るのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬

月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標



準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、Ａ病院が作成した賃金

台帳における申立人の平成 19 年３月分の報酬月額から、24 万円とすること

が妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 22 年３月

12日に、資格喪失日の訂正の届出を行っており、事業主は、申立人の資格喪

失に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して誤って提出し、申立期間に

係る厚生年金保険料についても、納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料について納入の

告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後

に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、

事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 

 

 



岐阜国民年金 事案 849（事案 428の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 42 年 10 月から 51 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年 10月から 51年３月まで 

    当初の判断後、最近、Ａ市では宙に浮いた年金の再調査を行うとの報道を

知った。私も申立期間当時はＡ市に住んでいたので再調査をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人は、昭和 46年に 20歳までさかの

ぼって国民年金に加入し、20 歳からの７年分の未納保険料を一括してＢ区役

所で納付し、その後は定期的に郵便局で納付したと主張しているところ、同区

役所では特例納付の収納業務を行っていなかった上、Ａ市が納付書方式を導入

したのは昭和 50 年度以降であることから、申立内容に不合理な点も見受けら

れるとして、既に当委員会の決定に基づく平成 21年１月 29日付け年金記録の

訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   今回、申立人は、申立期間当時、Ａ市に在住しており、Ａ市が実施している

「宙に浮いた年金調査」に自分も該当するのではないかと思い再申立てをした

としているが、当該対象者に申立人は該当しないほか、申立期間について納付

をうかがわせる新たな事情は見当たらないことから、申立人は、申立期間の国

民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



岐阜国民年金 事案 850 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 40年４月から 49年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年４月から 49年３月まで 

長女が生まれた昭和 48 年＊月前後、Ａ市Ｂ区に住んでいた義母に勧めら

れ、義母のところに来ていた集金人から年金制度の説明を受け、加入手続を

した。その際、今なら 20 歳までさかのぼって支払える話を聞き、後日、40

万円近い金額を支払った。年金手帳には、加入年月日が 20 歳になった日付

が記載されていたため、間違いないと思っていた。申立期間が未納となって

いることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、長女が生まれた昭和 48 年＊月前後に加入手続を行ったと述べて

いるところ、申立人の国民年金手帳記号番号は 52 年６月ごろ払い出されてお

り、Ａ市の記録によると、当該時期に過年度納付されたことが確認できること

から、申立人の国民年金加入手続は、そのころに行われたものと推認できる。 

また、この時期を基準とすると、申立期間は時効により保険料を納付するこ

とができない期間である上、この時期に特例納付は実施されていないことから、

申立期間の保険料をさかのぼって納付することはできない。 

さらに、申立人は、40 万円近い金額を納付したと述べており、第２回の特

例納付で申立期間の国民年金保険料を納付したと仮定しても、申立人の主張す

る金額では、実際の保険料と大きく乖離
か い り

する。 

加えて、申立人が所持している年金手帳は、昭和 49年 11月以降に発行され

た三制度共通のものである上、申立人は、その年金手帳以外に交付を受けたこ

とが無いと述べており、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されてい

たことをうかがわせる事情も見当たらない。 

このほか、申立人が申立人の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無い上、国民年金保険料納付状況について関

係人の証言も得られないことから、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



岐阜国民年金 事案 851 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 38 年１月から 42 年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和８年生 

    住    所  ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年１月から 42年 12 月まで 

    申立期間当時、勤務していたＡ社は個人の会社であったので、Ｂ町役場で

国民年金の加入手続をした。保険料は婦人会の集金で納めていた。申立期間

が未加入となっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定

申告書等）が無い上、申立人及びその妻に聴取しても申立期間当時の記憶が

曖昧
あいまい

であるため、国民年金の加入状況及び保険料の納付状況等が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は制度発足時に申立人の母親と連番で

払い出されているが、厚生年金保険の資格取得により、昭和 37年６月 30日（そ

の後、厚生年金保険の資格取得日が昭和 37年５月 12日であることから、国民

年金の資格喪失日を同日に訂正）に資格喪失となっていることから、申立人が

主張する時点では、申立期間は未加入期間であったと推認でき、Ｂ町から申立

人に対して、国民年金保険料の徴収は無かったものと考えられる。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付した事実を裏付ける関係

人の証言も得られないことから、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付し

ていたことを推認できない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

    

 

 



岐阜厚生年金 事案 924 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年４月１日から 36年７月１日まで 

昭和 35 年４月に学校の紹介でＡ県Ｂ市のＣ事業所に入社した。同事業所

に勤務していた期間、厚生年金保険に加入していたと思うので、厚生年金保

険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   同僚の供述から、期間の特定はできないものの、申立人がＣ事業所に勤務し

ていたことは推認できる。 

   しかしながら、社会保険事務所（当時）の記録では、Ｃ事業所は厚生年金保

険の適用事業所となった記録が無い上、当時の同僚は、「Ｃ事業所は厚生年金

保険に加入していなかったと思う。当時、給料から厚生年金保険料を控除され

ていたかどうか記憶に無い。」と供述しているところ、当該同僚も同事業所で

勤務した期間に係る厚生年金保険被保険者記録は無い。 

   また、申立人は事業主の氏名を記憶しておらず、Ｃ事業所に係る商業登記簿

謄本も存在しないため、申立人の申立期間における厚生年金保険料控除につい

て事業主に確認することができない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



岐阜厚生年金 事案 925 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

    住    所  ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年９月１日から５年４月１日まで 

    Ａ病院には平成４年５月１日から７年３月 31 日まで勤めていたが、申立

期間の厚生年金保険記録が抜け落ちている。当時、私は夜間に学校へ通い、

昼間は４年５月から同病院で働き始めて、７年３月に同病院を辞めるまでの

間、同病院Ｂ科のＣ講師の下で実験補助をしており、月曜日、火曜日、木曜

日及び金曜日で週 30 時間勤務していたので、申立期間について厚生年金保

険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

当時の講師及び同僚は、「病院という職場上、勤務形態及び勤務時間が様々

であり、申立期間の申立人に係る確かな記憶は無いが、おおむね３年ほどの

期間を勤務していたと思う。」と供述しているものの、Ｄセンターは、「申立

人の申立期間及びその近くの期間の資料は一切残っておらず、不明である。」

と回答している。 

また、申立人は、申立期間におけるＡ病院での雇用保険の記録は確認でき

ないが、申立人が同病院で勤務していたその他の期間については、平成４年

５月１日から同年８月 31 日までの期間及び５年４月１日から６年３月 31 日

までの期間は雇用保険短時間被保険者として、同年４月１日から７年３月 31

日までの期間は雇用保険一般被保険者としての雇用保険の記録が確認でき、

申立人の厚生年金保険被保険者期間と一致している。 

さらに、申立人と同じＥ学校へ夜間に通学して、昼間はＡ病院で実験補助

をしていた同級生である同僚は、「自分の給料は実験費で賄われていて、実験

のある時だけ雇われていた。」と供述しており、申立人から紹介のあった同病

院Ｂ科で秘書及び実験補助をしていた同僚は、「私は教授面接による採用であ

り、社会保険には一切加入せず、週当たり 24 時間の勤務であったが、このよ

うな扱いの病院秘書役や実験補助員は多数いて、その後に長時間勤務に変

わった人もいた。」と供述しているところ、当該同僚二人がＦ大学で厚生年金

保険被保険者資格を取得した記録は無いことを踏まえると、同病院において



は、同大学での厚生年金保険被保険者資格を取得することなく勤務していた

者が多数いたことがうかがえる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

    



岐阜厚生年金 事案 926 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

     基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨         

    申 立 期 間 ： 昭和 37年５月から 39年４月 27日まで 

    昭和 37 年３月に高校の定時制を卒業して同年５月ころにＡ社に就職し、

事業所が無くなる 39年４月 27日まで勤務した。一緒に勤務していた同僚の

一人には厚生年金保険の加入記録があるので、申立期間を厚生年金保険の被

保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 37 年 11 月にＡ社を退職した同僚の名前を覚えていること、

複数の同僚が、「申立人は、事業所が無くなるまで自分たちと一緒に働いてい

た。」と証言していること、及び申立人は、「学校を卒業して、余り間を置かず

に就職した。」と供述していることから、申立人は、申立期間にＡ社に勤務し

ていたことが推認できる。 

しかしながら、申立人のほかにも、１年以上勤務しているものの厚生年金保

険被保険者記録が見当たらない同僚がいること、及び同僚の一人は、「事業主

から、社会保険の加入意思の有無について事前確認があった。」と証言してい

ることから、Ａ社においては、すべての従業員について社会保険に加入させて

いたわけではなかったことがうかがえる。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票の整理番号は連続して

おり、欠番は無く、申立人の同被保険者原票は見当たらない。 

さらに、申立人は、申立期間における厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持していない上、

Ａ社は現存せず、事業主も既に死亡していることから、申立人の申立期間にお

ける保険料控除等について確認することができない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



岐阜厚生年金 事案 927 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年５月から 35年３月まで 

    私は、Ａ村のＢ社（現在は、Ｃ社）で、知人のＤ氏と一緒に勤務していた。 

しかし、Ｂ社で勤務していた期間の厚生年金保険加入記録が無いので、申

立期間を厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の証言により、期間の特定はできないものの、申立人が、Ｂ社に

勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、複数の同僚は、「運転助手をしていた期間は、厚生年金保険

被保険者資格を取得していなかった。申立人は、年齢が一番若かったので、当

時は運転助手であったと思う。」と証言している。 

また、申立人がＢ社で一緒に勤務していたと供述している同僚は、「自分は、

Ｂ社に入社して運転助手をしていた。」と証言しているところ、当該同僚は、

申立期間において同社で厚生年金保険被保険者資格を取得していないことが

確認できる。 

さらに、Ｃ社は、Ｂ社の記録は残っておらず不明と回答している上、当時の

事業主及び役員等も既に死亡していることから、申立人の勤務実態及び厚生年

金保険料の控除について確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



岐阜厚生年金 事案 928（事案 588の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所  ：  

    

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年８月 30日から 37年７月 10日まで 

② 昭和 37年 11月７日から同年 12月 10日まで 

③ 昭和 37年 12月 10日から 38年６月 11 日まで 

④ 昭和 38年９月 23日から同年 10月１日まで 

⑤ 昭和 38年 10月１日から 42年２月１日まで 

    昭和30年12月までＡ社Ｂ工場で働いていた期間について脱退手当金を受

け取った覚えはあるが、38 年 10 月から 42 年２月まで働いていたＣ社の期

間については受け取った覚えが無いのに、同事業所の期間も含め、Ａ社及び

Ｄ社で働いていた期間が脱退手当金として支給されていることに納得でき

ない。脱退手当金支給済記録を取り消し、厚生年金保険対象期間として認め

てほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人が昭和 30 年 12 月 30 日にＡ

社Ｂ工場における厚生年金保険被保険者資格を喪失した後の申立人に係る厚

生年金保険被保険者期間の被保険者記号番号は、申立期間を含む５回の被保険

者期間が同一番号で管理されているにもかかわらず、申立期間後の被保険者期

間は別の番号になっており、脱退手当金を受給したために番号が異なっている

ものと考えるのが自然であること、ⅱ）Ｃ社に係る厚生年金保険被保険者原票

には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記載されているとともに、

申立期間の脱退手当金は、オンライン記録上、申立期間後に申立期間とそれ以

前の期間を基礎として支給されており、申立期間に係る厚生年金保険被保険者

資格喪失日から約３か月後の 42年５月 16日に支給決定されているなど、一連

の事務処理に不自然さはうかがえないこと等から、既に当委員会の決定に基づ

く平成22年２月25日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われ

ている。 

今回、申立人から新たに脱退手当金を受給していないことを示す資料の提出

は無く、脱退手当金を受け取った覚えは無いとして再調査を求めたが、前回の



委員会の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



岐阜厚生年金 事案 929 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 大正 14年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62年 10月１日から平成２年 12月 11日まで 

    Ａ社を退職後、公共職業訓練を受講し、昭和 62年 10月１日からＢ社に勤

務したが、厚生年金保険の加入記録が無い。給与支給明細書があるので、入

社日から 65 歳到達日である平成２年＊月＊日までの厚生年金保険の加入に

ついて確認してほしい。 

（注） 申立ては、死亡した申立人の長男が、申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出されたＢ社の給与支給明細書から、期間の特定はできないも

のの、申立人が同社に勤務していたことは認められる。 

しかしながら、申立期間に係る上記給与支給明細書及びＢ社から提出された

給与台帳、給与支給明細書（控）には、厚生年金保険料が控除された記載は無

い。 

また、Ｂ社の事業主に照会したところ、「申立人は、老齢厚生年金を満額受

給するため、短時間勤務を希望し、厚生年金保険への加入は希望しなかったた

め、保険料は控除していなかった。」と回答している。 

さらに、申立人は、昭和 60年 12月 12日から 62年 12 月 11日まで、任意継

続被保険者としてＣ健康保険組合に加入し、当該資格喪失後の同年 12 月 12

日から平成５年 10 月２日まで、Ｄ市において国民健康保険に加入しているこ

とが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


